
（様式①）

[健康福祉局] ７款４項１目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 扶助事務費 1,322,043 764,731 1,278,672 804,814 43,371 △ 40,083

2 生活保護費 129,448,671 31,764,719 127,081,240 31,353,840 2,367,431 410,879

3 医療機関研修費補助金 1,290 1,290 1,290 1,290 0 0

4 生活保護者法外援護費 6,267 3,324 7,299 4,356 △ 1,032 △ 1,032

5
被保護者自立支援プロ
グラム

492,372 150,157 494,574 150,794 △ 2,202 △ 637

6 要介護認定調査委託費 5,570 5,570 5,533 5,533 37 37

7
生活困窮者自立支援事
業

1,363,749 431,236 1,514,081 458,775 △ 150,332 △ 27,539

8
要保護世帯向け不動産
担保型生活資金貸付原
資助成事業

21,450 5,363 27,656 6,915 △ 6,206 △ 1,552

9
横浜市自立生活安定化
支援事業

25,152 8,490 25,152 8,490 0 0

10 ひきこもり相談支援事業 23,824 8,088 22,373 4,411 1,451 3,677 ○

無料低額宿泊所運営支
援事業

0 0 7,500 2,500 △ 7,500 △ 2,500

0 0

0 0

0 0

0 0

計 132,710,388 33,142,968 130,465,370 32,801,718 2,245,018 341,250

事　業　計　画　書　目　次

増△減（５－４）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

係

4,000 5,000

実績 1,594 3,159

債権回収 38,130 40,122 ▲ 1,992
委任件数の実績値による
減

22,526 22,897 ▲ 371 人件費の減

目標 1,200 1,500 1,000 750 800 900 1,000

実績

3,985

事務費 665,968 640,643 25,325 実績に基づく増

令和　５年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 生活支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 7 4 1

7-4-1
1

事業名称

財　源　内　訳

電話納付案内
単位

件

一 般 財 源 等

会計一般

扶助事務費

枝番号

政策番号 99 政策指標 施策番号 99 施策指標

前年度事業名称

区　分 金　額 国 県 財産収入 諸収入 市債 一般財源

764,731
補助事業 653,823 554,457 1,948 97,418

令和５年度 1,322,043 554,457 21 2,834

667,313
令和４年度 1,278,672 472,287 21 1,550 804,814

単独事業 668,220 21 886

0 △ 40,083

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 43,371 82,170 0 0 1,284

決
算

1,582,674 1,108,649 1,897,699
1,159,705 682,559 1,463,571

1,322,043
674,722 734,857 682,644 764,731 764,731 764,731

予
算

1,096,952 1,166,542 1,105,793 1,322,043 1,322,043

▲ 49 人件費の減

生活保護適正化実施事業

事業概要
生活保護法に基づき、生活に困窮している国民等を対象に、国の定める基準のもと困窮等の程度に応じた方策を講じ、健康で文化的な最
低限度の生活を保障して、対象世帯の自立助長を図る。生活保護関連事業の執行に必要な事務的経費。

事業開始年度 昭和25年

根拠法令・方針決裁等 生活保護法（昭和25年5月4日法律第144号）

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

事業スケジュール

システム標準化対応業務委託
標準化委託内容増による
増

医療レセプト管理システム 8,312 13,105 ▲ 4,793
システム保守運用内容の
変更による減

課長 係長 事務

細事業合計 1,322,043 1,278,672 43,371

本資料は、公正・適正に作成しました。 岩井　一芳 中川　晴美 松田　美穂

・昭和25年度　生活保護制度開始に伴い監査事業・事務費の開始
・昭和36年度　医療扶助の開始
・平成22年度　医療レセプト管理システム運用開始
・平成23年度　生活保護適正化事業開始
・平成25年度　生保システム運用開始（事業実施は平成23年度から）
・令和４年度　システム標準化対応業務委託開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

生活保護指導監査事業 3,936

適正な医療扶助の執行 159,007 170,434 ▲ 11,427 支払基金への手数料の減

生保システム

生活保護費窓口支給事務事業 73,042 0 73,042 新規事業

システム改修費の減

弁護士徴収
委任

単位

件

実績 44 34

目標 3,000 5,000 7,000 2,000 3,000

320272

第三者行為
求償

単位

件

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

健康福祉局及び各区福祉保健センターにおける生活保護法の適正な運営の確保及び円滑な執行のための事務的経費。

健康福祉局分事務費
（1）生活保護指導監査事業：各区福祉保健センターに対して指導監査を行い、法の適正な実施と円滑な運営を図る。
（2）生活保護適正化実施事業：特別相談員が区の告訴等の支援や警察との連携強化により不正受給対策等を推進する。
（3）適正な医療扶助の執行事業：生活保護法による医療機関の指定促進啓発と被保護者の受診確保を図る。

診療報酬の適正な支払い、保護費の適正な執行を目的とする。
（4）債権回収事業：適正な債権管理及び未収債権回収の取組みを推進する。

福祉保健センター執行事業
（1）各区福祉保健センターにおける生活保護法の適正な運営の確保及び円滑な執行を図るため補完的措置を行う。
（2）被保護者の支援向上を図ることを目的に、生活保護業務に従事する関係職員の研修啓発を行う。

生活保護システム事業分
　健康福祉局及び各区福祉保健センターの機器リース料、保守委託料及びシステム修正費用並びに経常的業務経費。

医療レセプト管理システム事業分
　生活保護版レセプト情報管理システムの保守管理料、情報基盤システム支援業務等。

根拠・データ等 過年度実績及び見積書による

目標 46 53 51 51 51 51 51
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

実績

0

0

目標

実績

0

令和　５年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 生活支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

7-4-1
2事業区分

歳出予算科目 7 4 1

事業名称

財　源　内　訳

単位

一 般 財 源 等

会計一般

生活保護費

枝番号

政策番号 14 政策指標 施策番号 1 施策指標

前年度事業名称

区　分 金　額 国 県 諸収入 分担金及び負担金 市債 一般財源

31,764,719
補助事業 129,448,671 96,280,519 123,214 1,280,219 31,764,719

令和５年度 129,448,671 96,280,519 123,214 1,280,219

0
令和４年度 127,081,240 94,303,773 144,837 1,278,790 31,353,840

単独事業

0 410,879

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 2,367,431 1,976,746 0 △ 21,623 1,429

決
算

125,666,517 125,384,789 127,296,764
31,448,367 30,864,225 31,225,691

135,000,000
31,273,862 30,885,938 30,475,480 33,011,704 33,729,140 33,750,000

予
算

125,647,169 125,099,830 125,565,296 132,046,814 134,916,559

127,081,240 2,367,431 医療扶助費の増

事業概要
　生活保護法に基づき、生活に困窮する者に対して必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長するの
に必要な保護費（生活扶助、住宅扶助、教育扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助）、就労自立給付金、進学
準備給付金の給付及び施設事務費、委託事務費を支弁する。

事業開始年度 昭和25年度

根拠法令・方針決裁等 生活保護法、生活保護法施行令、生活保護法施行規則、保護の実施要領

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

0

0

課長 係長 事務

0

細事業合計 129,448,671 127,081,240 2,367,431

本資料は、公正・適正に作成しました。 岩井　一芳 中川　晴美 室本　真伊 

事業スケジュール 毎月の定例支給日及び追給日（月２回）に被保護者へ生活保護費を支給する（通年）。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

生活保護費 129,448,671

0

0

0

単位

実績

目標

単位

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

［事業目的］
　日本国憲法第25条の理念に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行いその最低
限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする。（生活保護法第１条）

［生活保護制度の基本原理］
　国家責任による最低生活保障の原理（第１条）、保護請求権無差別平等の原理（第２条）、
　健康で文化的な最低生活保障の原理（第３条）、保護の補足性の原理（第４条）

根拠・データ等 生活保護統計月報

目標
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

65 65

実績 65.1 64.8

0

0

目標 97 97 97 97 97 97 97

実績 97

0

令和　５年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 生活支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 7 4 1

事業名称

財　源　内　訳

指定医療機関（歯
科）指定率

単位

％

一 般 財 源 等

会計一般

医療機関研修費補助金

枝番号

政策番号 14 政策指標 施策番号 99 施策指標

前年度事業名称

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

1,290
補助事業 0

令和５年度 1,290 0 0 0

0
令和４年度 1,290 1,290

単独事業

0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 0 0 0 0 0

決
算

1,290 1,290 1,290
1,290 1,290 1,290

1,290
1,290 1,290 1,290 1,290 1,290 1,290

予
算

1,290 1,290 1,290 1,290 1,290

1,290 0

事業概要
　横浜市医師会、同歯科医師会、同薬剤師会がそれぞれの生活保護指定医療機関に対し、自主的に行う指導、講習会及び各種会議、
委員会、医療機関の指定促進、制度周知等の事業に要する経費並びに医療扶助の現物給付、福祉保健センター嘱託医の推薦等に要す
る経費に対し、補助金を交付する。

事業開始年度 昭和50年度

根拠法令・方針決裁等 生活保護法による指定医療機関指導補助金交付要綱

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

0

0

課長 係長 生活支援

0

細事業合計 1,290 1,290 0

本資料は、公正・適正に作成しました。 岩井　一芳 阿部　卓 田邊　洋明

事業スケジュール
・横浜市医師会、同歯科医師会及び同薬剤師会から交付申請を受け、内容を審査し、
 生活保護医療担当機関指導補助金を交付する。
・横浜市医師会、同歯科医師会及び同薬剤師会からの実績報告に基づき、交付金額を確定する。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

医療機関研修費補助金 1,290

0

0

0

指定医医療機関
（薬局）指定率

単位

％

実績 76.7 76.3

目標 65 65 65 65 65

97

指定医療機関（医
科）指定率

単位

％

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

生活保護法による指定医療機関指導補助金交付要綱に基づき、横浜市医師会、横浜市歯科医師会及び横浜市薬剤師会が実施する指導
研修及び生活保護法の指定促進に関わる経費に対し、その資金を交付することにより、生活保護法による医療扶助の適正かつ円滑な
運営を図る。

根拠・データ等 過年度実績による

目標 75 75 75 75 75 75 75
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

法外援護物品
単位

セット

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

・保護施設援護費：保護施設に対して法律外の援護を行うことにより、入所者の処遇向上を図る。
・被保護者援護費：生活保護世帯に対して法律外の援護を行うことにより、支援の向上を図る。
・食品衛生講習会：施設の調理業務に関わる方に食品衛生の基本的事項や新しい知見を得てもらうことで、集団給食の衛生状況の向上を
図り、施設での食中毒の発生を防止する。

根拠・データ等 過年度実績による

目標 500 500 500 500 500 500 500

単位

実績 505 350

目標

事業スケジュール
①施設への法外援護費については、四半期ごとに概算払と精算を行う。
②被保護者への緊急対応としての日用品・肌着支給については、年度に１度購入し、各区へ配布、随時現物を支給する。
③食品衛生講習会については、年度に１度各施設から受講者を募り、eラーニングにより実施する。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

保護施設援護費 5,647

食品衛生講習会 20 0 20
費用が按分対応になった
ことによる増

課長 係長 事務

細事業合計 6,267 7,299 ▲ 1,032

本資料は、公正・適正に作成しました。 岩井　一芳 中川　晴美 室本　真伊

6,699 ▲ 1,052 実績に基づく減

被保護者援護費

事業概要

①保護施設援護費：保護施設入所者及び保護施設に対して法律外の援護を行うことにより、支援の向上を図る。制度開始以降、法定の施
設事務費に職員配置加算が増設されたことから、平成28年度より当該法外扶助を段階的に見直し、平成30年度から新要綱へ移行した。
②被保護者援護費：生活保護法による被保護世帯に対して法律外の援護を行うことにより、支援の向上を図る。
③食品衛生講習会：施設の調理業務に関わる方を対象に講習会を実施することにより、施設での食中毒の発生を防止する。

事業開始年度 昭和45,63,令和５

根拠法令・方針決裁等
生活保護法外援護対策費支給要綱、横浜市保護施設法外扶助費支給要綱、横浜市福祉避難所応急備蓄物資整備事業要綱、横浜市保護施設
用地貸付要綱

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

決
算

2,396 12,406 6,113

△828 949 △840

6,267

17,322 14,998 5,212 3,324 3,324 3,324
予
算

20,172 17,848 8,062 6,267 6,267

0 △ 1,032

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 △ 1,032 0 0 0 0
令和４年度 7,299 2,943 4,356

単独事業

0 3,324
補助事業 0

令和５年度 6,267 0 0 0 2,943

県 諸収入 財産収入 市債 一般財源

事業名称

財　源　内　訳

単位

一 般 財 源 等

会計一般

生活保護者法外援護費

枝番号

政策番号 14 政策指標 施策番号 99 施策指標

前年度事業名称

区　分 金　額 国

令和　５年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 生活支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 7 4 1

実績

600 600 0

目標

実績
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

令和　５年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 生活支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

7-4-1
3事業区分

歳出予算科目 7 4 1

事業名称

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

被保護者自立支援プログラム

枝番号

政策番号 14 政策指標 1 施策番号 1 施策指標 1

前年度事業名称

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

150,157
補助事業 490,716 340,587 1,628 148,501

令和５年度 492,372 340,587 1,628

1,656
令和４年度 494,574 342,801 979 150,794

単独事業 1,656

0 △ 637

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 △ 2,202 △ 2,214 0 649 0

決
算

474,314 480,256 478,129

139,998 139,779 140,352

492,372

148,329 153,590 150,835 150,157 150,157 150,157
予
算

485,763 497,497 493,464 492,372 492,372

事業概要
生活保護制度が目的とする被保護世帯の「自立助長」のため、被保護者の抱える多様な課題に対応する支援を実施し、被保護世帯の就
労自立・日常生活自立・社会生活自立を推進します。

事業開始年度 平成14年度

根拠法令・方針決裁等
生活保護法、就労支援プログラム実施要綱、就労支援専門員による就労支援事業実施要綱、横浜市就労準備支援事業実施要綱、教育支
援専門員による支援事業実施要綱、横浜市生活保護担当年金相談事業実施要領、横浜市家計改善支援事業実施要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

生活保護法に基づく「能力活用」の原則ならびに「自立助長」の目的を達成するため、被保護者の経済的自立、日常生活自立、社会生
活自立を支援するため、自立支援プログラムを推進する必要があります。当プロクラムでは以下の事業を展開し、被保護者の多様な課
題の解決に向けて支援を円滑に行っていきます。

（１）就労支援事業
① 就労支援専門員（会計年度任用職員）
　社会福祉に関する相談援助業務又はハローワーク等での職業相談業務への従事経験があり、就労支援の専門知識を有する者を各区２
人以上配置（計68人）し、稼働能力を有する被保護者の就労支援を行います。
　主な業務として、被保護者の求職相談、求人情報の提供及び求職方法の指導援助、就職斡旋を行う他、必要に応じてハローワーク等
での求職活動や企業面接への同行など、ケースワーカーと連携し、様々な課題に対して個別性の高い支援を行うことを通じて、被保護
者の就労や就労に向けた意欲喚起や社会参加等の自立向けた支援に繋げます。
② ハローワークと連携した一体的な就労支援事業（ジョブスポット）
　各区役所内にハローワークの相談窓口を設置し、被保護者・生活困窮者・ひとり親で就労支援を必要とする者を対象にハローワーク
職員が区で職業相談・職業紹介を行い、区とハローワークが連携した一体的な就労支援を実施することで、就職率の向上に繋げます。

（２）無料職業紹介事業
　各区福祉保健センターを事業所とした無料職業紹介事業を実施し、被保護者の状況に応じた求人開拓することで、就労に繋げます。
また、就職支援セミナーを実施することにより、就労支援に向けての意欲向上に繋げます。

（３）就労準備支援事業
　職業体験や、体験前の事前講座等を実施し、社会とのつながりの構築や、就労実現のきっかけを作ることで、就労意欲の喚起や一般
就労に向けた基礎能力の形成に繋げます。
 
（４）教育支援事業
　児童福祉に関する相談援助業務や、教育・進学に関する業務、社会福祉に関する相談援助業務への従事経験のある者を教育支援専門
員（会計年度任用職員）として各区１人配置（計18人）し、被保護世帯の子どもとその養育者に高校進学支援及び高校進学後の定着支
援等を行います。
  主な業務として、高等学校等に関する情報提供や進学に必要な手続き支援、通学継続支援、就学に関する生活保護制度上の取扱及び
各種貸付制度に関する説明、進学に向けての意欲喚起を行うことで、将来に向けた選択肢の幅を広げ、貧困の連鎖の防止に繋げます。

（５）年金相談事業
　要保護者、被保護者の年金受給資格可否についての検討及び調査や、年金についての相談支援、年金裁定請求手続き等の支援を行う
ことで、生活保護費の減額が期待できます。
　社会保険労務士資格所持者もしくは同等以上の年金制度に関する知識を有する者、または年金事務所等での業務経験があり、年金制
度に対する相当程度の知識を有する者を年金相談専門員(会計年度任用職員)として健康福祉局に11人配置し、１人あたり１～３区の兼
務で、全区の被保護者の年金に関する調査事務やケースワーカーへの年金に関する相談支援等を行います。
 
（６）区独自自立支援事業（中区仕事チャレンジ講座、泉区若者社会参加促進事業、中区仕事チャレンジアシスト事業、中区自立生活
等支援事業）
　区における独自の課題に対し、その改善に向けた取組を行うことにより、当該区の被保護者の自立支援を推進します。

（７）被保護者家計改善支援事業
　生活保護受給世帯の抱える家計収支の均衡が取れていない、あるいは多重債務を抱えるなど、家計に課題を抱える生活困窮者に対し
て、自身で家計の把握を行い、改善に取り組めるよう情報提供や専門的な助言・支援等を実施します。
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（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

2,400 2,400

実績 2,064 2,208

教育支援事業 68,358 69,293 ▲ 935 人件費・出張旅費の減

43,958 44,296 ▲ 338 需用費の見直しによる減

年金相談事業 44,005 44,679 ▲ 674 人件費の減

上記による
就労者数

単位

人

272,170 ▲ 2,885 人件費の減

無料職業紹介事業

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

泉区若者社会参加促進事業

中区仕事チャレンジアシスト事業
人員体制見直しによる人
件費の増

課長 係長 生活支援

8,856 8,434 422
スーパーバイズ機能強化
による対応時間の増

細事業合計 492,372 494,574 ▲ 2,202

被保護者家計改善支援事業

本資料は、公正・適正に作成しました。 岩井　一芳 鈴木　大輔 大森　史子

事業スケジュール 各事業通年で実施

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

就労支援事業 269,285

就労準備支援事業
実習回数の増加による事
業費の増

中区チャレンジ講座

中区自立生活等支援事業
人件費単価の見直しによ
る増

実績 4,630 4,735

目標 3,100 3,100 2,400 2,400 2,400

就労支援者数
単位

人

根拠・データ等

被保護人員数：令和２年度68,215人、令和３年度68,087人　令和４年度68,029人
稼働年齢層(15歳～64歳)の被保護者数:令和２年度30,368人、令和３年度30,434人、令和４年度30,527人
非稼働の被保護者数：令和２年度20,791人、令和３年度20,873人、令和４年度21,021人
※非稼働の被保護者数は、傷病や障害等により就労できない方を含む
【根拠】
被保護人員数、稼働年齢層の被保護者数、非稼働の被保護者数：本市被保護者調査集計結果（各年度７月末現在）
就労支援者数および就労者数：（目標）横浜市中期計画　（実績）就労支援専門員実績報告

目標 5,500 5,500 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

実績

0

0

目標

実績

0

令和　５年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 生活支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 7 4 1

事業名称

財　源　内　訳

単位

一 般 財 源 等

会計一般

要介護認定調査委託費

枝番号

政策番号 14 政策指標 施策番号 99 施策指標

前年度事業名称

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

5,570
補助事業 0

令和５年度 5,570

0
令和４年度 5,533 5,533

単独事業

0 37

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 37 0 0 0 0

決
算

4,989 3,593 4,247

4,989 3,593 4,247

5,570

5,701 5,031 5,570 5,570 5,570 5,570
予
算

5,701 5,031 5,570 5,570 5,570

5,533 37 実績に基づく増

事業概要

次の（１）から（３）の各号に該当する者を対象に、指定居宅介護支援業者等に要介護認定調査を委託し、介護扶助の適正実施を図る。
（１）生活保護法第６条第２項に定める要保護者。
（２）介護保険法施行令第２条で定める特定疾病の状態にある者。
（３）医療保険未加入のため介護保険法第９条第２号に定める被保険者になれない者。

事業開始年度 平成12年

根拠法令・方針決裁等 生活保護法、生活保護法による要介護認定調査委託要綱（平成12年４月１日施行）

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

0

0

課長 係長 生活支援

0

細事業合計 5,570 5,533 37

本資料は、公正・適正に作成しました。 岩井　一芳 阿部　卓 荒尾　舞子

事業スケジュール 新規調査は、指定市町村事務受託法人へ委託し、継続・施設調査は各区生活支援課にて執行する。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

要介護認定調査委託費 5,570

0

0

0

単位

実績 523 658

目標

調査実施回数
単位

回

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

生活保護法による要介護認定調査を、生活保護法第54条の２第１項の指定を受けた指定居宅介護支援事業者等(新規調査については介護
保険法第２４条の２第１項に定める指定市町村事務受託法人)に委託することにより、介護扶助の適正実施を図る。

根拠・データ等 過年度実績と新型コロナウイルス感染症に係る臨時的な取扱に基づく試算により

目標 825 916 906 916 916 916 916
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

6,000 5,000

実績 16,583 12,172

家計改善支援事業 37,251 26,372 10,879
支援対象者増加見込みに
伴う相談時間の増

582,458 796,360 ▲ 213,902 実績に基づく減

目標 - 1,980 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

実績 1,939

寄り添い型学習支援事業 309,188 257,609 51,579 経費の見直し等による増

令和　５年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 生活支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

7-4-1
4事業区分

歳出予算科目 7 4 1

事業名称

財　源　内　訳

支援申込件数
単位

件

一 般 財 源 等

会計一般

生活困窮者自立支援事業

枝番号

政策番号 14 政策指標 1 施策番号 2 施策指標 1

前年度事業名称

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

431,236
補助事業 1,350,557 797,615 131,731 3,167 418,044

令和５年度 1,363,749 797,615 131,731 3,167

13,192
令和４年度 1,514,081 1,006,542 46,596 2,168 458,775

単独事業 13,192

0 △ 27,539

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 △ 150,332 △ 208,927 85,135 999 0

決
算

400,695 1,641,853 1,376,422
180,467 △ 216,396 118,194

1,363,749
188,661 215,519 684,762 431,236 431,236 431,236

予
算

493,519 567,707 2,431,746 1,363,749 1,363,749

22,331 ▲ 2,709
自立相談支援員の減によ
る

住居確保給付金

事業概要
　生活保護に至る前の段階の生活困窮者に対する「第２のセーフティネット」として、法に基づき自立に向けた包括的な相談支援を
実施する。

事業開始年度 平成27年度

根拠法令・方針決裁等 生活困窮者自立支援法

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

保険料の改定による増

局事務費 10,192 10,365 ▲ 173 経費の見直しによる減

会計年度任用職員人件費 387,144 386,140 1,004 給与改定による増

課長 係長 生活支援

0

細事業合計 1,363,749 1,514,081 ▲ 150,332

本資料は、公正・適正に作成しました。 岩井　一芳 野村　拓 山下　裕也

事業スケジュール

H27　新規相談者数4,238件、申込数1,223件
H28　新規相談者数4,436件、申込数1,430件
H29　新規相談者数4,793件、申込数1,537件
H30　新規相談者数6,062件、申込数1,839件
R１　新規相談者数6,907件、申込数1,997件
令和２年度以降は、新型コロナウイルス感染症の影響で制度改正が繰り返され、相談数、申込数ともに急増した。(事業指標参照)

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

自立相談支援事業 19,622

就労準備支援事業
実習回数の増加による事
業費の増

就労訓練事業

0

終結件数にお
ける就労及び
家計再建件数

単位

件

実績 26,977 16,804

目標 - 18,000 15,500 10,000 8,000

1,962

新規相談件数
単位

件

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

  本事業において、生活困窮者とは失業等を背景とする経済的困窮だけでなく、病気や地域社会からの孤立の視点も含め幅広い方々
を支援の対象としています。
　経済的困窮を支える就労等による支援のみではなく、制度の狭間に陥ることがないよう包括的に相談を受け止める仕組みがあり、
各関係機関と連携を図りながら、本人に寄り添い、地域でその人らしく生活できるよう支援することを目的としています。
　令和２年度、令和３年度は新型コロナウイルス感染症拡大のため、失業や休業により収入が減少する方に対し、国や自治体等によ
る様々な救済制度が実施され、本事業の一つである住居確保給付金の相談・申請件数も激増しました。令和４年度に入り、相談件数
は減少傾向にありますが、コロナ禍以前に比べると高止まりしています。

コロナ禍における救済制度の中には、困窮制度とは別の貸付制度も含まれ、今後はその返済により生活に困窮する方の増加が見込
まれます。そのような方々に対しても早期に就労、家計管理など複合的な視点で支援を行い、第２のセーフティネットとしての役割
を果たします。
　昨今の社会経済や生活環境の変化により生活困窮に陥るリスクは増加していますが、本事業で受け止めて支援することで、生活保
護申請件数に大きな変化はなく推移している状況です。

根拠・データ等

【４月時点における生活保護受給世帯数】
平成30年度:53,925世帯、令和元年度:53,844世帯、令和２年度:54,110世帯、令和３年度:54,806世帯、令和４年度：55,145世帯
【生活保護申請件数】
平成29年度:9,078件、平成30年度:8,546件、令和元年度:8,664件、令和２年度:9,154、令和３年度：9,641件

目標 - 22,000 18,500 15,000 15,000 15,000 15,000
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

実績

0

0

目標

実績

0

令和　５年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 生活支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

7-4-1
5事業区分

歳出予算科目 7 4 1

事業名称

財　源　内　訳

単位

一 般 財 源 等

会計一般

要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付原資助成事業

枝番号

政策番号 14 政策指標 施策番号 99 施策指標

前年度事業名称

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

5,363
補助事業 21,450 16,087 5,363

令和５年度 21,450 16,087

0
令和４年度 27,656 20,741 6,915

単独事業

0 △ 1,552

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 △ 6,206 △ 4,654 0 0 0

決
算

25,652 744 16,159
217 △ 28,530 △ 7,833

21,450
8,480 9,759 7,999 5,363 5,363 5,363

予
算

33,915 39,033 31,991 21,450 21,450

27,656 ▲ 6,206 対象者の減

事業概要
国の要綱に基づき、都道府県社会福祉協議会が、一定の居住用不動産を有し、将来にわたりその住居に住み続けることを希望する要
保護の高齢者世帯に対し、当該不動産を担保として生活資金の貸付を行う際の、貸付原資を支給する。

事業開始年度 平成19年度

根拠法令・方針決裁等 要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付事業補助金交付要綱

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

0

0

課長 係長 生活支援

0

細事業合計 21,450 27,656 ▲ 6,206

本資料は、公正・適正に作成しました。 岩井　一芳 阿部　卓 木場　真希子

事業スケジュール
毎月上旬に、神奈川県社会福祉協議会が、対象者へ１か月分の金額の貸付を行う。
新規対象者の申し込みは、神奈川県社会福祉協議会が随時受け付けている。
３月分の貸付終了後、本市から神奈川県社会福祉協議会へ補助金交付を行う。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

要保護世帯向け不動産担保型生活資金
貸付原資助成事業

21,450

0

0

0

単位

実績 22 17

目標

貸付対象
単位

件

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会が行う「要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付事業」に要する貸付原資として補助金を交
付することにより、事業対象世帯の自立を支援し、併せて生活保護の適正化を図る。

《参考：要保護世帯向け不動産担保型生活資金の制度趣旨（国）》
居住用不動産の現金化を容易にし、所有する住居に住み続けながらその活用を促す施策として、要保護世帯向け不動産担保型生活資
金貸付制度を新たに設け、居住用不動産を有する高齢者世帯については当該貸付金の利用を生活保護に優先させるとともに、利用し
ている間は生活保護の適用を行わない。

根拠・データ等 過年度実績による

目標 33 31 28 23 23 23 23
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(様式2-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

転居支援
による

転居終了者

単位

件

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①簡易宿泊所や無料低額宿泊所、法的位置づけのない施設等は、本来一時的な居所である前提です。しかし、これらに居住する生活困
窮者に対して民間賃貸住宅等への転居支援を行う際、緊急連絡先の確保が難しいことや民間賃貸住宅等での生活経験が乏しいことなど
により、本人が希望しても転居の実現に困難を伴うことが少なくありません。令和４年度より被保護者向けから生活困窮者へ支援対象
を拡大し、利用者が増加しました。

②生活に困窮し、住まいを失った又はおそれのある者で転居支援が必要な者に対して、居住の確保とその後の安定した住まいを継続的
に支援するため、不動産契約等に専門的な知識を持つ職員とＣＷや自立相談支援員がチームとして問題解決に向けた支援を行うことを
目的としています。

【被保護者】
横浜市内の簡易宿泊所、無料低額宿泊所、法的位置づけのない施設で生活する生活保護受給者のうち、民間住宅等への転居を希望する
者に対して、転居及び転居後の地域での安定した生活の継続に向けた支援を行う。
【生活困窮者】
ネットカフェやビジネスホテル等の一時的な居所を利用している、住宅を喪失している住居確保給付金受給の対象となる者のうち、民
間住宅等への転居を希望する者に対して、転居及び転居後の地域での安定した生活の継続に向けた支援を行う。

・居宅移行に向けた相談支援
居宅生活に移行すること及び移行後の転居先となる住宅について、希望や意向を聴取するとともに、転居先候補の紹介や不動産業者へ
の同行、本人確認書類の確保や緊急連絡先の確保、契約手続きに関する助言等の居宅生活の移行に向けた相談支援を行う。
・自立生活安定化支援
地域生活での経験が乏しい等で安定した住居への転居を望まない者に対し、「体験アパート」での生活で問題・改善点が少なくなるよ
う経験することで地域生活への一歩を進めるようにするための支援を行う（支援開始より概ね６ケ月）。
各自の状況に応じて、家賃・公共料金の支払い、ゴミ出しなどアパートでの生活を営むために必要な事柄について経験を重ね、実際に
地域生活に出た際に不便のないよう、生活の質をあげる支援を行う。
なお、体験アパートは部屋数に限りがあり、時期や期間が利用希望者の意向と添えないことがあるが、利用し転居したものは現在も地
域生活を問題なく継続できている。一方で、転居支援に際し、利用者の緊急連絡先の確保が困難な場合に、受託者が緊急連絡先を引き
受けざるをえず、支援終了後も無償で緊急連絡先として対応している課題がある。
・居住生活移行後に安定した生活を継続するための定着支援
居宅生活移行後、生活する上での困りごと等に関する相談ほか、定期的な電話や訪問により、食事や洗濯、掃除、ごみ出し等生活状
況、公共料金等の支払い状況の確認並びに必要に応じた助言等行う。
【無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準省令　令和２年４月１日施行】
14条第2項：無料低額宿泊所は一時的な居住の場と鑑み、契約期間を１年以内に限定するとなり、安定した住居設定に向けた積極的な
支援が更に求められるようになった。被保護者の自立への一歩である住宅確保にも本事業の必要性がある。

根拠・データ等

生活保護　相談件数（延べ）・申請件数　令和２年度：31,664件（申請9,201件）令和３年度：27,818件（申請9,688件）
生活困窮者自立支援制度相談件数（延べ）・申請件数　令和２年度：38,574件（申込16,583）
令和３年度：23,682件（申込12,172件）
住居確保給付金　相談件数・（初回）申請件数　令和２年度：18,093件（申込5,394）令和３年度：5,534件（申込1,527件）
【内訳　住宅喪失者・失うおそれのある者：　令和２年度：喪失者０件・おそれ4,548件　令和３年度：喪失者０件
・おそれ2,678件】
中区寿地区簡易宿泊所件数　　　令和元年度：120軒　　令和２年度：120軒　　令和３年度：118軒
（生活保護）住宅扶助受給件数　令和元年度：5,297人　令和２年度：5,333人　令和３年度：5,359人
市内無料低額宿泊所数　令和２年４月：46施設・定員1,428人　令和３年４月：44施設・定員1,425人　令和４年４月：44施設
・定員1,423人

目標 85 90 100 100 100 100 100

実績 41 60

目標 7 9 11 11 11

事業スケジュール
４月～３月（通年）　面談等を通じた課題把握、支援計画策定、転居及び転居後の支援実施
（事業利用については、ケース診断会議等にて本事業の利用を承認の上、委託先と調整し支援開始を行う）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

横浜市自立生活安定化事業 25,152 25,152 0

課長 係長 生活支援

細事業合計 25,152 25,152 0

本資料は、公正・適正に作成しました。 岩井　一芳 鈴木　大輔 大森　史子

事業概要

生活困窮者及び被保護者のうち、居宅生活への移行の際に支援を必要とする者に対して、転居先となる居宅の確保に関する支援、各種
契約手続等に関する相談・助言等居宅生活に移行するための支援及び居宅生活移行後に安定した生活を営むための定着支援等を実施し
ます。
平成28年10月より（中区）寿地区の簡易宿泊所で生活する生活保護受給者を対象として事業を開始し、平成30年度より対象を寿地区以
外の簡易宿泊所、無料低額宿泊所、法的位置づけのない施設で生活する生活保護受給者へと拡大しました。また、令和４年度より被保
護者向けから、生活困窮者へと支援対象者を拡大しました。

事業開始年度 平成28年度

根拠法令・方針決裁等
【根拠法令】（国）居住不安定者等居宅生活移行支援事業実施要領
　　　　　　横浜市自立生活安定化事業実施要綱・横浜市自立生活安定化支援事業事務取扱要領

事業指標 年度 2年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

決
算

26,890 27,300 25,500
6,723 6,825 7,769

25,152
6,781 6,843 6,611 8,490 8,490 8,490

予
算

27,123 27,372 26,445 25,152 25,152

0 0

歳出 令和元年度 令和2年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 0 0 0 0 0

2,936
令和４年度 25,152 16,662 8,490

単独事業 2,936
補助事業 22,216 16,662 5,554

令和５年度 25,152 16,662 8,490

前年度事業名称

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

枝番号

政策番号 14 政策指標 施策番号 2 施策指標

令和　５年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 生活支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 7 4 1

11 11

実績 転居4・未転居3 転居5

事業名称

財　源　内　訳

体験アパート
利用による転
居（3部屋）

単位

件

一 般 財 源 等

会計一般

横浜市自立生活安定化支援事業
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

新規
相談件数

単位

件

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①背景・課題の分析
　従来、「ひきこもり」は若年層が対象として捉えられてきましたが、近年は中高年層も含む事象となっています。令和４年度に実施し
た「横浜市子ども・若者実態調査／市民生活実態調査」の結果では、ひきこもり状態にある方の推計人数は、市内全体で約33,000人と
なっており、その内訳は、15～39歳が約13,000人、40～64歳が約20,000人となっています。
　ひきこもりは状態像であり、それ自体が問題ではありません。ひきこもり状態が続いて、本人や家族の困りごとが放置されていないか
どうか、社会的孤立が長期に渡っていないかどうかが重要であり、必要としている方にどのように情報を届けるかが課題です。

②事業目的・効果（必要性）
　ひきこもり状態にある方やその家族を対象とした面談等による個別相談のほか、ひきこもり支援に対する共通理解を促進するための支
援者向け研修の実施や、市民の理解を促進するための普及啓発を進めることで、ひきこもりの状態にある方やその家族が社会から孤立せ
ず、当事者・家族が抱える不安が解消されることを目的としています。

◆当事者・家族支援
　電話、来所等による相談を行います。また、相談者のニーズ理解やアセスメント実施、職員の支援スキル向上等を目的とし、関連研修
への参加や精神科嘱託医によるコンサルテーションを実施します。

◆支援者養成・後方支援
　ひきこもり支援に対する共通理解を促進するため、支援者を対象とした研修を行います。また、ひきこもり支援について検討・協議を
行う連絡協議会を開催し、民間団体や関係機関等とのネットワーク構築や連携を強化します。

◆情報発信・啓発
　市民を対象とした理解促進のための講演会・研修の開催や、ひきこもりに関するパンフレット等の作成など、ひきこもりに関する情報
発信・啓発を行います。

根拠・データ等

【横浜市子ども・若者実態調査／市民生活実態調査（令和４年度）】より
　■市内のひきこもり状態にある方の推計人数は、
　　・若　年（15～39歳）は、「約13,000人（出現率1.36％）」
　　・中高年（40～64歳）は、「約20,000人（出現率1.53％）」
　　　※ひきこもり状態にある方の推計人数＝出現率(有効回答数に占める割合)×各年齢層の推計人口
　■ひきこもり群の定義：ほとんど家から出ない状態が６か月以上継続し、かつ、身体的な病気・障害等をその理由としない者

【生活状況に関する調査（平成30年度）、内閣府】より
　■全国のひきこもり状態にある方の推計人数は「約61.3万人」。
　■ひきこもり群の定義：自室や家からほとんど出ない状態に加え、趣味の用事や近所のコンビニ以外に外出しない状態が
　　　　　　　　　　　　６か月以上続き、かつ、介護、育児等をその理由としない者

目標 ― ― 260 260 260 260 260

啓発講演会や
研修等の開催
（参加者数）

単位

人

実績 ― ―

目標 ― ― 3 3 3

―

事業スケジュール
令和２～３年度　支援体制の強化に向けた検討・検討調整
令和４年度～　電話、来所等による相談支援開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

ひきこもり相談支援事業 23,824

課長 係長 ひきこもり支援

細事業合計 23,824 22,373 1,451

本資料は、公正・適正に作成しました。 霧生　哲央 長谷川　美樹 板倉　郁美

22,373 1,451
情報発信・啓発に関する
費用の増

事業概要
　ひきこもり状態にある方やその家族が社会から孤立せず、当事者・家族が抱える不安が解消されるよう、市民や支援者向けの理解促進
のための情報発信・啓発や当事者・家族等への支援に取り組みます。また、地域で相談支援を行う関係機関との連携やバックアップ体制
を強化します。

事業開始年度 令和２年度

根拠法令・方針決裁等 【根拠法令】社会福祉法、生活困窮者自立支援法　　【方針決裁等】令和元年12月調整会議

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

決
算

0 2,189 4,777
0 △ 17,811 △ 16,243

23,824
0 0 1,228 8,088 8,088 8,088

予
算

0 20,000 22,260 23,824 23,824

0 3,677

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 1,451 737 0 41 △ 3,004

2,861
令和４年度 22,373 14,939 19 3,004 4,411

単独事業 2,921 60

8,088
補助事業 20,903 15,676 5,227

令和５年度 23,824 15,676 60 0

県 諸収入 繰入金 市債 一般財源

事業名称

財　源　内　訳

啓発講演会や
研修等の開催
（開催数）

単位

回

一 般 財 源 等

会計一般

ひきこもり相談支援事業

枝番号

政策番号 14 政策指標 - 施策番号 3 施策指標 1

前年度事業名称 「８０５０問題」対策事業

区　分 金　額 国

令和　５年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 ひきこもり支援
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 7 4 1

3 3

実績 ― ―

目標 ― ― 600 600 600 600 600

実績 ―
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